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農家経済が仮 りに企業 として営 まれたと仮定す るな らば、現状 においては多くの農家が経済採算
上赤字となるであろう。しかし現実には所得経済 として営まれているところに、農家経済が曲 りな
りにも維持きれてい る根拠があ る。ところがその所得が一般の賃金水準を下まわ り、上昇しっっあ
る社会的生活水準を維持できないとなれば、農家は兼業、出稼ぎによる他産業 よりの所得を求め、








ここでは経営規模3ヘ クタール以上の農家を一応大規模農家 と規定し、岩手県におけるこれ らの
農家の形成の過程 と要因について考察しようとしたものである。考察の対象を3ヘ クタール以上と
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したのは戦後 を通 して増加 しつづ けて きた農家 であること、とおよび 政府統計 の制約 によ るものであ
り、 また地域 を岩手県 に限定 したのは、 この県において大 規模 農家 の増加 が全国 的に も特 に著 しか
ったことに よ るo
1岩 手 県 に お け る大 規 模 農 家 増 加 の統 計 的確 認
岩手 県では1950年 に1,687戸にす ぎなか った3ヘ クター ル以上規模の農家 は、その後増 加 し
っ づけて1973年 に はその5.5倍の9,230戸とな った。・この9,230戸とい う数は、全国の3ヘ ク
タ ール以上 の農家数71,820戸の13パ ーセ ン トに 当 る。 また3ヘ クタール以上 の農家 は岩手県
において1970年 よ り73年 まで2,573戸増 えたが 、 これ は全 国での増加 数9,3ユ0戸の28%に
も当 るので あ る。(第1表 参照)
また岩手県内で3ヘ クタール以上 の規模の農家数が特 に増加 したのは、岩手郡、胆沢郡、二戸
郡 、和 賀郡な どで、1955年 か ら70年 まで にそれ ぞれ1,460戸、57?戸、386戸、382戸を増
や してい るが何れ も国営開墾事業 の対象地 を大 き くかか えてい るところであ る。(第2図 参照)
なお大 規模農 家の形成の ばあい水 田中心型 と畑作 嵩畜産中心型の二類型がみ られ る。




表参照)県 が策定した岩手県総合開発計画でみて も、これ らの用水の確保を申心にユ960年には





岩手県には戦前か ら軍馬育成牧場 をは じめ広大な国有林野が存在 してお り、このことが戦後に
な り総合開発計画、食:糧増産政策のなかでこの県を全国有数の開拓県 とした。
岩手県のばあい大規模農家の形成は、大筋か らいつて明らかに開拓事業とくに大規模な国営開
















35千円の赤字とな り、しか も3ヘクタール以上の規模 の農家にいたっては、農業所得は1,539千
円であるのに見積地代は1,863千円、差引き324千円 もの赤字 とな る。
この農業所得には自家労賃が含まれているか ら、若し農家が経営耕地 を借 りて地代を支払 うもの
と仮定するなぢば、自家労働は無償としても、その経営収支は赤字 となる。
さらに経済余剰より見積地代を差引 くならば、眞平均では372千円の赤字 とな り、諸階層 もすべ
て赤字とな るが、3ヘ クタール以上の階層の農家にいたっては1,278千円 もの赤字である。
農家が経営耕:地を他より借りて地代を支払い、,吏に自家労働 を他に依存して家計費に見合 う賃金
を支払 うとものと仮定す るならば、これだけの赤字を隼じエい ることになる。
経済計算上であれ、このような赤字の存在は、農家経済が内部に大 きな矛循を内包していること
を意味 している。農家が経営耕地を大 きく拡大するためには、一般的に国その他よりの彪大 な資金
援助 を前提 とするが、むしろ現状においては、価格の急騰 した土地は既に農業生産のための手段で
あるよりは農家の単なる資産に経済的性格を変えて きて きてお り、 このため経済変動の波が農家経
済を揺 り動かすとき、また現在の相続制度の下において、農家の経営耕地は縮少への可能性を強め
てきてい るといえよう。
こうした事情は農家 の経 営規模 の零細化、落層化を促進 しつつあるといえるが、3ヘ クタール以
上の大規模農家 といえども、そのような一般条件の例外をなす ものではなく、従 って現状において
は資本家的農業経営への展望は有 しないであろう。
経営規模別農家数変動の統計に示される両極分解的傾向は、単に自由な商品経済の中での中間層
の崩壊 による上下層への分化、下層の落層化、上層の上向化ではなく、諸階層 を貫 く全般的な落層
化傾向の中で、開拓事業にみられるような特定の対象に対 する特定の国の援助、助成 によ って上層
の階層、大規模農家が形成されていることを表現していると考える。ただしこの結論を充分に確証
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1950 5,931 27,278 750 17,204 123 1,sa7
1960 5,823 35,822 786 24,436 129
一
3,813
1970 5,236 s2,slo 756 33,481 126 7,435















ム開 田 開 畑 入 植 増 反
岩 手 山 麓 16四43 11,27s 2,476 5,869 1,710 2,229 6,577岩 洞
猿 ケ 石 43'》45 6,066 2,724 1,216 259 4,998 5,415田 瀬
和 賀 中 部 38～45 2,377 1,706 483 2,579 5,188 湯 田
胆 沢 30^38 1,959 911 S23 924 1,275 sso石 渕
南 野 原 23^一25 7ユ7 406 197 97 861 48 山王 海
北 岩 手 33^39 2,747 10 1,027 116 691 771





区 資 金 別
分
国庫 資金
自 已 資 金
借 入 金 地元負担金
1
小 計
実 数 92,665 339,400 87,462 426,862 519,527
1ha当 り 170 622 160 7s2 952
割 合(%) 17.8 65.3 16.8 82.2
1
sQ
(注)岩 手 山麓1ヒ部土地改良区の事例(1962～1966年 実施)
第4表 農業所得 。経済余剰と見積地代
(岩手県)(1970年)(千 円)
斎 く興 0.5未満 0.5^一1.01.0^一1.51.5^一2.02.0^一2.52.5^一3.03.0以上 県平均
農 業 所 得 ω 108 296 520 680 920 1,219 1,539 540
経 済 余 剰 ㈲ 60 130 208 1si 406 395 585
…
203
見 積 地 代 ◎ is2 340 574 770 1,027 1,307 1,863 575
A-C 一24 一44 一54 一90 一107 一88 一324 一35
B-C 一72 一210 一366 一589 一621 一912 一1 ,275 一372
(注)1見 積地代は1970年全国農業会議所調査の価格を各階層の田、畑の経営面積に
乗じ、それに更に1970年全国銀行貸出約定平均金利を乗じて算出
2農 業所得 と経済余剰は農林省、農家経済調査よ り
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審 査 結 果 の 要 旨
農業の展望を知るためには,農 民層分解の現状把握,性 格規定の重要性 は改めて指摘す る必要はな
いが,分 解要因を明 らかにす ることが必 須の条件である。 これまで外在的,内 在 的諸要因の究明が行
われて きているが,こ の点をよ り明 らかにす るために,生 産力担 当の主体 とな る上層農家層,本 論文
では大規模農家3ヘ クタール以上層に焦点をあてることが 必要である。 わが国の農政の焦点も同 じと
いえるか らである。
わが国の農家戸数 は1950年 頃最高に達 したが,そ め後次第に減少 してきてい る。しかるに,上
位農家層が僅かなが ら増加を しめ している・岩手県は1950年 に比べ て,1953年 には3ヘ クタ
ール以上層が5,5倍に達 してお り,全 国の13%に 当 るほ どの特異性をしめしている。1970年 か
ら1973年 の間の増加 戸数は全国の増加数の28%に も及んでいる。
この場合此等の増加戸 数は,特 定 地域 に集中していることが注 目される。 さらに大規模農家 層には,
水田中心型 と畑作=酪 農中心型 との二類型がみ られる。
この よ うな大規模農家層の成立には二つの要因が指摘で きる。 そ「の第一は,国 営開拓事業(6ケ 所),
岩手県,総 合開発計画等の諸政策をあげることがで きる。要するに政策によって創出された経営で あ
るとい うことである。第二は,以 上の諸政策 を実施す る前提 として広大 な国有林野の存在をあげなけ
ればな らない。この ことが岩手 県の特殊性を しめしているとい うことが できる。
しか も大規模農家 は,国 の財政,金 融上の援助 なしに形成 しえているか どうか を農家経済調査,各
種の生産費調査の計 算方法,農 家資産の評価方法 を再検討 し,再 計算 した 結果次の点が明 らか にされ
た。 とくに問題 となるのは,土 地の評価であ り,見 積地代を算 出した結果,農 業所 得が赤字 とな:り,
経営規模が大 きいほ ど赤字巾の大 きいことが知 られた。
このよ うな赤字の存在は,経 済計算上 ではあ っても,農 家経 済が内部に大 きな矛盾を内包 してい る
ことを意味してお り.わ が 国の農家に共通す る問題である とい うことができる。以上か らして,大 規
模経 営農家においてす ら,資 本家的経営へ 発展す る展望の もてない ことが 明らかにされた とい うこ と
ができる。この ことは岩 手県の特殊事例的なものではな く,一 般農家においても共 通す るもの として
把握することが必要 である。農民層分解については,こ れまで多 くの見解がみ られるが,本 論文は,
国の諸政策がいかに重要 なる役割 を果 しているか を極めて明確に分析 した ものである。大 規模経営に
ついての本論文の ような詳細に亘 る再検討は従来行われることが少なかった。
この ような点か らして,本 論文は博士論文 としての意義を十分 備えているもの と評価す ることが で
きる。
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